
○安来市民間賃貸住宅家賃助成事業補助金交付要綱 

平成２９年５月２９日 

告示第１１４号の２ 

改正 平成３１年３月２９日告示第４８号 

（目的） 

第１条 市は、市民又は市外からの転入者に対し、民間賃貸住宅の家賃に係る費用

の一部を助成することにより、本市の定住人口の増加及び関係人口の拡大に資す

ることを目的として、安来市民間賃貸住宅家賃助成事業補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし、その交付等については、安来市補助金等交付規

則（平成１６年安来市規則第５３号）に定めるもののほか、この告示の定めると

ころによる。 

（補助対象事業） 

第２条 補助金交付の対象となる市民又は市外からの転入者の状況に応じ、民間賃

貸住宅家賃助成に係る補助事業を設定する。 

（定義） 

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 新婚者 婚姻届を提出した者で、婚姻（再婚を含む。）の日から１年以

内のものをいう。 

（２） UIターン者 市外に２年以上居住していた者で、定住を目的として自ら

の意思で市内に転入し、住民基本台帳に記録された日から１年以内のものをい

う。 

（３）高校生 保護者（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１６条の保護

者をいう。以下同じ。）の住所が市外にある者で、市内の県立高等学校に就

学し、かつ、住民基本台帳に登録されたものをいう。 

（４）子育て世帯 申請時において中学生以下の子と同居し、かつ、当該子を扶

養する者 

（５） 民間賃貸住宅 補助金交付の対象者（以下「補助対象者」という。）が

住宅の所有者との間で賃貸借契約を締結した自己の居住の用に供する住宅（市



営住宅、県営住宅、公社住宅等の公的賃貸住宅並びに社宅、官舎、寮等の事業

主等から貸与を受けた住宅並びに補助対象者の三親等以内の親族が所有してい

る住宅及び賃貸住宅を除く。）をいう。 

（６） 家賃 民間賃貸住宅の賃貸借契約に定められた賃借料（管理費、共益費、

駐車場使用料等住宅そのものの賃借料と認められないものを除く。）の月額を

いう。 

（７） 住宅手当 雇用主が従業員に対して支給し、又は負担する民間賃貸住宅

に係る全ての手当等の月額をいう。 

（８） 空き家バンク 安来市空き家情報登録制度実施要綱（平成２６年安来市

告示第２７号）に規定する空き家バンクをいう。 

（９） 公務員 国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条第１項に規

定する国家公務員及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規

定する地方公務員（臨時任用職員及び非常勤の嘱託員を除く。）をいう。 

（１０） 同一世帯に属する者 住民票の記載にかかわらず、申請のあった民間

賃貸住宅に居住する者全てをいう。 

（補助対象者） 

第４条 補助対象者は、次の各号の全ての要件を満たすものとする。 

（１） 第８条に規定する交付申請の日から第１２条に規定する実績報告の日ま

での期間において、当該交付決定に係る新婚者、UIターン者又は高校生が継続

して申請者と同一の世帯に属すること。ただし、前年度に続いて交付申請を行

う者にあっては、この号本文に規定する要件に加えて、前年度における実績報

告の日から新たに交付申請を行う日までの期間において、当該交付申請に係る

新婚者又はUIターン者が継続して申請者と同一の世帯に属することを要する。 

（２） 同一世帯に属する者全員が、市税等の滞納がない者であること。 

（３） 同一世帯に属する者全員が、過去にこの告示に基づく補助金の交付決定

を受けていないこと。 

（４） 同一世帯に属する者全員が、過去に安来市空き家改修事業補助金交付要

綱（平成２６年安来市告示第４６号）、安来市安来地域材活用住宅普及促進事

業補助金交付要綱（平成２２年安来市告示第３０号）、安来市定住促進支援事



業補助金交付要綱（平成２６年安来市告示第４７号）、安来市三世代世帯定住

促進事業補助金交付要綱（平成２７年安来市告示第５９号）及び安来市定住推

進支援事業補助金交付要綱（平成２８年安来市告示第４０号）に基づく補助金

の交付決定を受けていないこと。ただし、空き家バンクに登録された住宅（賃

貸借している場合に限る。）に居住するためこれらの告示に基づく空き家改修

にかかる補助金の交付決定を受けた者が当該住宅を賃貸借する場合を除く。 

（５） 同一世帯に属する者全員が、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

の規定による住宅扶助その他の公的制度による家賃補助等を受けていないこと。 

（６） 新婚者、ＵＩターン者にあっては同一世帯に属する者全員、高校生にあ

っては保護者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。 

（７） 禁錮以上の刑に処せられたことがある者については、申請時においてそ

の刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなくなったこと。 

（８） 賃貸住宅の使用目的が、宗教的活動及び政治的活動でないこと。 

（補助対象） 

第５条 この告示に基づく補助は、賃貸借契約を締結し、市内の民間賃貸住宅に入

居している者の家賃に対する補助とし、補助対象経費は、毎月の家賃から住宅手

当を差し引いた額（当該額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額）とする。ただし、次の要件を全て満たす者に限る。 

（１） 新婚者、ＵＩターン者の属する世帯（高校生にあっては保護者）の収入

の額（公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）第１条第３号の規定に

より算出した額をいう。）が、月額４８７，０００円を超えないこと。 

（２） 家賃を滞納していないこと。 

（３） 同一世帯に属する者に公務員がいないこと。 

（４） ＵＩターン者及び新婚者にあっては市内に今後３年以上定住する見込み

のある者であること。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費のうち、月額１０，０００円に次の各号

に掲げる場合の区分に応じて当該各号に定める額を加算した額（月額３０,０００円を上



限とする｡）を限度として予算の範囲内において市長が定める額とし、補助金交付

の期間は、初回の補助金交付の決定を受けた日の属する月から起算して３６月以

内とする。この場合において、高校生が卒業後市内の事業所に就業する場合は、

卒業した日の翌日から当該高校生をUIターン者とみなすものとし、当該者に係る

補助金交付の期間は、中断しないものとする。 

（１）空き家バンクに登録されている物件を賃借する場合 月額５，０００円 

（２）新婚者で夫婦の年齢の合計が１００歳未満である場合 月額１０，０００ 

  円 

（３）子育て世帯に該当する場合 １０，０００円を上限として子１人につき月

額５，０００円 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、民間賃

貸住宅家賃助成事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

（１） 新婚者、UIターン者又は高校生であることを示す書類 

（２） 世帯全員の住民票の写し（続柄の記載があるもの） 

（３） 世帯全員の市税の滞納がない旨を証明する書類 

（４） 住宅手当等支給証明書（様式第２号）（給与所得のある同一世帯に属す

る者全員） 

（５） 賃貸住宅賃貸借契約書の写し（家賃の内訳等が不明である場合にあって

は、家賃内訳証明書（様式第３号）） 

（６） 世帯全員の前年の所得を示す書類（高校生にあっては保護者の前年の所

得を示す書類） 

（７） 世帯の収入の額が月額４８７，０００円を超えないことを示す書類 

（８） その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、次年度以降の交付申請を毎年４月１日から６月末日までの間に行う

ものとし、交付申請書に前項に掲げる書類（同項第１号に掲げる書類を除く。）

を添えて市長に提出しなければならない。 

（交付決定） 



第８条 市長は、交付申請書の提出があったときは、その内容を審査した上で補助

金交付の可否を決定し、民間賃貸住宅家賃助成事業補助金交付決定（却下）通知

書（様式第４号）により、速やかに申請者に通知するものとする。 

（交付申請の取下げ） 

第９条 前条の規定により交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、第７条の規定により行った申請を取り下げるときは、民間賃貸住宅家賃助成

事業補助金交付申請取下願（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による取下げがあった場合において、既に前条に規定する

交付決定を行ったものがあるときは、取り下げた日の属する月の翌月分以後の補

助金は交付しないものとする。 

（申請内容の変更及び承認） 

第１０条 補助事業者は、当該申請した内容に変更を生じたときは、当該変更が生

じた日から１４日以内に、民間賃貸住宅家賃助成事業補助金変更承認申請書（様

式第６号）に第７条に掲げる書類のうち当該変更に係る書類を添えて市長に提出

しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査した上で補助金

交付の変更の可否を決定し、民間賃貸住宅家賃助成事業補助金変更決定（却下）

通知書（様式第７号）により補助事業者にその旨を通知するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、民間賃貸住宅家

賃助成事業補助金実績報告書（様式第８号。以下「実績報告書」という。）に次

の各号の事業の区分に応じ、当該各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 

（１） 家賃の領収書の写し又は家賃を支払ったことを証明できる書類 

（２） その他市長が必要と認める書類 

２ 補助事業者は、実績報告書を４月分から９月分までは１０月末日までに、１０

月分から３月分までは３月末日までに市長に提出しなければならない。ただし、

市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。 

（補助金額の確定） 



第１２条 市長は、前条の実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、適正

であると認めたときは、補助金の額を確定し、民間賃貸住宅家賃助成事業補助金

額確定通知書（様式第９号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１３条 補助事業者は、前条の通知を受けたときは、民間賃貸住宅家賃助成事業

補助金交付請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、速やかに補助金を交付するもの

とする。 

（検査） 

第１４条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し報告を求め、検

査し、又は必要な指示をすることができる。 

（交付決定の取消し） 

第１５条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第８条の

規定により行った交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。ただし、特別

の事情がある場合は、この限りでない。 

（１） 補助金交付の期間内に当該補助金の交付決定に係る新婚者である夫婦が

離婚したとき。 

（２）高校生が退学し、又は市内県立高等学校ではない学校に転校したとき。 

（３） 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき。 

（４） 補助金交付の決定の内容、これに付した条件、法令又はこの告示に違反

したとき。 

（５） 補助金交付の要件を満たさなくなったとき。 

（６） 補助対象とした住居において、生活の実態がないと認められるとき。 

（７） 補助事業者又は同一世帯に属する者が公序良俗に反する行為を行ったと

認められるとき。 

（８） 申請時に同一世帯に属する者について申告を行わなかったとき。 

２ 市長は、前項の交付決定の取消しを行ったときは、民間賃貸住宅家賃助成事業

補助金取消通知書（様式第１１号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 



第１６条 市長は、前条の規定により交付決定の取消しを行った場合において、既

に補助金が交付されているときは、民間賃貸住宅家賃助成事業補助金返還命令書

（様式第１２号）により、当該交付した補助金の全部又は一部の返還を命じるも

のとする。ただし、特別の事情がある場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定により補助金の返還の命令を受けた者は、当該補助金を市長が定め

る期限までに返還しなければならない。 

（書類の保存） 

第１７条 各章の補助事業者は、この事業の関係書類を、当該事業の完了した日か

ら５年間整備保存しなければならない。 

（その他） 

第１８条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年５月３１日から施行する。 

（安来市定住推進支援事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 安来市定住推進支援事業補助金交付要綱（平成２８年安来市告示第４０号）は、

廃止する。ただし、この告示による廃止前の安来市定住推進支援事業補助金交付

要綱に基づいて為された補助金の交付については、なお従前の例による。 

（この告示の失効） 

３ この告示は、平成３４年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日まで

に行われた第７条に規定する申請に係る事業については、同日後もなおその効力

を有する。 

附 則（平成３１年３月２９日告示第４８号） 

この告示は、平成３１年３月３１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の日前に交付決定を受けた者（この告示による改正後の安来市



民間賃貸住宅家賃助成事業補助金交付要綱第３条第４号に規定する者を除く。）

に対する補助金の交付については、なお従前の例による。


